
（単位　千円）

当　初　予　算　額 現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額

19,898,000 29,512,801 △ 510,532 29,002,269

6,082,725 6,092,918 278,581 6,371,499

808,444 811,910 △ 3,288 808,622

5,908,577 6,251,313 13,709 6,265,022

12,799,746 13,156,141 289,002 13,445,143

32,697,746 42,668,942 △ 221,530 42,447,412

543,438 542,616 △ 15,802 526,814

477,657 477,657 55,000 532,657

1,021,095 1,020,273 39,198 1,059,471

33,718,841 43,689,215 △ 182,332 43,506,883

〔 令和３年第１回市議会定例会　補正予算説明資料 〕

各     会     計     総     括     表

会　　　　　計　　　　　名

一 般 会 計

一 般 ・ 特 別 会 計 合 計 （①）

特 別 会 計 合 計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

特

別

会

計

総 計 （ ① ＋ ② ）

下水道
事　業

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出

 合　  計（②）

公営企業
会　　計

-
 1

 -



（単位　千円）

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

1 市 税 5,576,117 5,576,117

2 地 方 譲 与 税 125,196 125,196

3 利 子 割 交 付 金 2,000 2,000

4 配 当 割 交 付 金 23,000 23,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 22,000 22,000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,064,000 1,064,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 23,000 23,000

8 法 人 事 業 税 交 付 金 0 21,525 21,525

9 環 境 性 能 割 交 付 金 20,000 20,000

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 72,000 8,758 80,758

11 地 方 特 例 交 付 金 36,491 36,491

12 地 方 交 付 税 4,312,610 4,312,610

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,600 5,600

14 分 担 金 及 び 負 担 金 52,714 200 52,914

15 使 用 料 及 び 手 数 料 33,623 525,260 △ 10,000 33,623 515,260

16 国 庫 支 出 金 2,545 8,558,673 △ 120,364 2,545 8,438,309

17 県 支 出 金 1,389,872 27,411 △ 55,220 27,411 1,334,652

18 財 産 収 入 25,492 684 25,492 684

19 寄 附 金 1,002 360,000 10,000 1,002 370,000

20 繰 入 金 692,348 2,764,989 △ 418,697 △ 36,802 273,651 2,728,187

21 繰 越 金 576,098 576,098

22 諸 収 入 62,532 665,255 85,345 △ 61,188 147,877 604,067

23 市 債 557,800 1,961,900 84,800 △ 46,300 642,600 1,915,600

13,233,454 16,279,347 △ 190,858 △ 319,674 13,042,596 15,959,673

一　般　会　計　補　正　予　算　歳　入　財　源　別　表

現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額
種                       別

計

-
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 -



１　追加 （単位　千円）

移住・定住促進事業

移住・定住促進事業のうち，関係人口測定・促進委託料については，新型コロ
ナウイルス感染症の影響により，関係機関との調整等に期間を要し，年度内の完
了が見込めないため，予算計上額のうち1,000千円を地方自治法第213条第１項の
規定により，令和３年度に繰り越して使用する。

戸籍システム・住民基本台帳システム改修事
業

戸籍システム・住民基本台帳システム改修事業については，新型コロナウイル
ス感染症の影響により，委託業者のシステム開発等に期間を要し，年度内の完了
が見込めないため，予算計上額のうち8,360千円を地方自治法第213条第１項の規
定により，令和３年度に繰り越して使用する。

衛生センター運営事業

衛生センター運営事業のうち，機械等補修工事については，新型コロナウイル
ス感染症の影響により，部品調達に期間を要し，年度内の完了が見込めないた
め，予算計上額のうち17,500千円を地方自治法第213条第１項の規定により，令
和３年度に繰り越して使用する。

「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備事業補
助金

生産団体支援事業のうち，「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備事業補助金に
ついては，新型コロナウイルス感染症の影響により購入する機器の納品に期間を
要し，年度内の完了が見込めないため，予算計上額のうち842千円を地方自治法
第213条第１項の規定により，令和３年度に繰り越して使用する。

経営体育成支援事業補助金

災害支援費のうち，経営体育成支援事業補助金については，国の補助事業の遅
延など，関係者との事業内容の協議に期間を要し，年度内の完了が見込めないた
め，予算計上額のうち7,721千円を地方自治法第213条第１項の規定により，令和
３年度に繰り越して使用する。

漁港管理事業

漁港管理事業のうち，波左間漁港維持工事については，先に漁業協同組合が同
カ所で実施する工事の遅延に伴い，市の工事着手に遅れが生じ，年度内の完了が
見込めないため，予算計上額のうち2,903千円を地方自治法第213条第１項の規定
により，令和３年度に繰り越して使用する。

2,903

金　　　　額

8,360

1,000

17,500

842

7,721

繰　　越　　明　　許　　費　　説　　明　　書

事　　　　　業　　　　　名 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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リノベーションまちづくり推進事業

リノベーションまちづくり推進事業については，新型コロナウイルス感染症の
影響により事業の実施が延期となり，年度内の完了が見込めないため，予算計上
額のうち1,602千円を地方自治法第213条第１項の規定により，令和３年度に繰り
越して使用する。

企業誘致推進事業

企業誘致推進事業のうち，企業誘致支援委託料については，新型コロナウイル
ス感染症の影響により事業の実施が延期となり，年度内の完了が見込めないた
め，予算計上額のうち225千円を地方自治法第213条第１項の規定により，令和３
年度に繰り越して使用する。

館山港修築工事負担金
館山港修築工事負担金については，千葉県が実施する港湾整備事業に遅れが生

じ，年度内の完了が見込めないため，予算計上額のうち2,719千円を地方自治法
第213条第１項の規定により，令和３年度に繰り越して使用する。

２　変更 （単位　千円）

道路新設改良事業 59,272 138,006
道路新設改良事業については，地権者や関係機関との協議及び調整に期間を要

し，年度内の完了が見込めないため，地方自治法第２１３条第１項の規定によ
り，令和３年度に繰り越して使用する金額を138,006千円に変更する。

橋梁整備事業 5,604 8,672
橋梁整備事業については，関係機関との協議及び調整に期間を要し，年度内の

完了が見込めないため，地方自治法第２１３条第１項の規定により，令和３年度
に繰り越して使用する金額を8,672千円に変更する。

土木施設災害復旧事業 171,200 253,470

土木施設災害復旧事業については，令和元年度からの繰越事業を優先して実施
したことにより，年度内の完了が見込めないため，地方自治法第２１３条第１項
の規定により，令和３年度に繰り越して使用する金額を253,470千円に変更す
る。

金　　　　額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

1,602

82,270

補正後の金
額

差引増減額
(B-A)

補正前の金
額

事　　　　　業　　　　　名

225

78,734

2,719

3,068

事　　　　　業　　　　　名 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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１　追加 （単位　千円）

起　債　の　目　的 金 額

減 収 補 て ん 債 84,800
　地方交付税の算定上，翌年度以降に精算制度のない地方消費税交付金等について，
新型コロナウイルス感染症の影響により減収が見込まれる際において，基準財政収入
額と決算見込額の差額に対し特例的に発行するもの。

２　変更 （単位　千円）

地　方　債　補　正　説　明　書
一般会計

説　　　　　　　　　　　　明

起　債　の　目　的
補正前の限度額

(A)
補正後の限度額

(B)
差引増減額

(B-A)

漁 港 漁 場 整 備 事 業 1,800 1,400 △ 400
漁港漁場整備事業
　事業費の確定による減

道 路 橋 梁 整 備 事 業 180,700 177,000 △ 3,700
道路新設改良事業
　事業費の確定による減

都 市 計 画 道 路 整 備 事 業 2,300 400 △ 1,900
都市計画道路船形館山線事業
　事業費の確定による減

学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 276,800 253,600 △ 23,200
非構造部材耐震対策事業
第三中学校整備事業
　事業費の確定による減

学 校 給 食 施 設 整 備 事 業 975,500 958,400 △ 17,100
給食センター施設整備事業
　事業費の確定による減

説　　　　　　　　　　　　明

-
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Ⅰ　一般会計

（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

補修修繕用材料費

　【 総務事務センター費 】
　【 建築施設課 】

2,000 2,000 　補修修繕工事の増加に伴う材料購入費の増

　（補正前）4,600千円
　（補正後）6,600千円

広報発行事業

　【 広報発行事業 】
　【 秘書広報課 】

△ 2,000 △ 2,000 　広報「だん暖たてやま」の契約単価の減に伴う印刷製本費の減

　（補正前）9,450千円
　（補正後）7,450千円

行政事務委託料

　【 行政事務委託事業 】
　【 社会安全課 】

△ 1,367 △ 1,367 　行政事務委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）15,995千円
　（補正後）14,628千円

移住者定住促進助成金

　【 移住・定住促進事業 】

　【 雇用商工課 】

△ 3,000 △ 2,250 △ 750 　移住者定住促進助成金のうち，国の地方創生推進交付金事業分につい
て，助成金の申請件数が当初見込みより少ないことに伴う減

　（補正前）5,000千円
　（補正後）2,000千円

館山市国土強靭化地域計画策定業務
委託料

　【 地域防災事業 】
　【 社会安全課 】

△ 2,276 △ 2,276 　館山市国土強靭化地域計画策定業務委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）5,159千円
　（補正後）2,883千円

防災看板・標識等作製委託料

　【 災害対応事業 】
　【 社会安全課 】

△ 4,523 △ 2,106 △ 2,417 　防災看板・標識等作製委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）10,312千円
　（補正後） 5,789千円

固定資産税土地評価業務委託料

　【 賦課事務 】
　【 税務課 】

△ 4,000 △ 4,000 　固定資産税土地評価業務委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）34,925千円
　（補正後）30,925千円

２ 総務費

補　　正　　予　　算　　主　　要　　事　　業　　説　　明　　書

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款
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（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

障害者計画策定委託料

　【 福祉事務費 】
　【 社会福祉課 】

△ 2,387 △ 2,387 　障害者計画策定委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）4,796千円
　（補正後）2,409千円

心身障害者（児）医療費給付扶助費

　【 障害福祉給付事業 】
　【 社会福祉課 】

△ 10,000 △ 3,500 △ 6,500 　給付扶助費が当初見込みより少ないことに伴う減

　（補正前）122,039千円
　（補正後）112,039千円

保険基盤安定繰出金

　【 国民健康保険特別会計
　　　　　　　　　　　繰出事務 】
　【 市民課 】

△ 1,064 △ 798 △ 266 　保険基盤安定繰出金算出額の確定に伴う減

　（補正前）290,831千円
　（補正後）289,767千円

財政安定化支援事業繰出金

　【 国民健康保険特別会計
　　　　　　　　　　　繰出事務 】
　【 市民課 】

16,588 16,588 　財政安定化支援事業繰出金算出額の確定に伴う増

　（補正前）53,504千円
　（補正後）70,092千円

やさしいまちづくり推進福祉基金積
立金

　【 やさしいまちづくり
　　　　　推進福祉基金管理事務 】
　【 高齢者福祉課 】

9,772 8,797 975 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　 975千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　 8,797千円（令和２年４月～12月分）

　

特別定額給付金

　【 特別定額給付金費 】
　【 社会福祉課 】

△ 23,100 △ 23,100 　給付金額の確定に伴う減

　（補正前）4,600,000千円
　（補正後）4,576,900千円

保険基盤安定繰出金

　【 後期高齢者医療特別会計
　　　　　　　　　　　繰出事務 】
　【 市民課 】

△ 3,288 △ 2,467 △ 821 　保険基盤安定繰出金算出額の確定に伴う減

　（補正前）169,056千円
　（補正後）165,768千円

こども事務費

　【 こども事務費 】
　【 こども課 】

△ 3,000 △ 3,000 　雇用人数等の確定に伴う会計年度任用職員報酬の減

　（補正前）6,841千円
　（補正後）3,841千円

３ 民生費

-
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（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

過年度子ども子育て支援国交付金返
還金

　【 こども事務費 】
　【 こども課 】

5,425 5,425   令和元年度子ども子育て支援国交付金の清算に伴う返還金
　

子ども医療費支給事業

　【 子ども医療費支給事業 】

　【 社会福祉課 】

△ 21,000 △ 6,515 △ 14,485 　給付見込額の減少に伴う子ども医療費給付金及び審査支払手数料の減

　（補正前）120,362千円
　（補正後） 99,362千円

　財源内訳（その他）：子ども・子育て支援基金繰入金

子ども・子育て支援基金積立金

　【 子ども・子育て支援基金
　　　　　　　　　　　管理事務 】
　【 こども課 】

33,412 28,904 4,508 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　 4,508千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　　28,904千円（令和２年４月～12月分）

　児童手当費

　【 児童手当給付事業 】
　【 社会福祉課 】

△ 23,000 △ 19,451 △ 3,549 　支給見込数減少に伴う児童手当費の減

　（補正前）516,750千円
　（補正後）493,750千円

ひとり親家庭等支援事業

　【 ひとり親家庭等支援事業 】

　【 社会福祉課 】

△ 22,766 △ 7,000 △ 15,766 　１ 会計年度任用職員報酬等
　　　会計年度任用職員を雇用しなかったことに伴う皆減

　　　（補正前）1,766千円
　　　（補正後）　　0千円

　２ 児童扶養手当費
　　　支給見込数減少に伴う児童扶養手当費の減

　　　（補正前）181,989千円
　　　（補正後）160,989千円

３ 民生費

-
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（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

保育所運営委託事業

　【 保育所運営委託事業 】

　【 こども課 】

△ 56,000 △ 48,041 △ 7,959 　１ 私立保育園運営委託料
　　　児童数が当初見込みより少ないことに伴う減

　　（補正前）322,498千円
　　（補正後）292,498千円

　２ 施設型給付費負担金（委託分）
　　　児童数が当初見込みより少ないことに伴う減
　
　　（補正前） 21,057千円
　　（補正後） 10,057千円

　３ 施設等利用給付費負担金（認可外分）
　　　利用人数及び利用料が当初見込みより少ないことに伴う減

　　（補正前） 20,934千円
　　（補正後）　5,934千円

公立保育所運営事業

　【 公立保育所運営事業 】
　
　【 こども課 】

△ 22,000 △ 5,000 △ 17,000 　１ 会計年度任用職員報酬及び期末手当
　　　雇用人数等の確定に伴う減

　　 （補正前）171,240千円
　　 （補正後）153,240千円

　２ 給食材料購入費
　　　入園児数が当初見込みより少ないことに伴う減

　　 （補正前） 25,493千円
　　 （補正後） 21,493千円

　財源内訳（その他）：公立保育園保育料

給食材料購入費

　【 こども園運営事業 】

　【 こども課 】

△ 3,000 △ 1,000 △ 2,000 　入園児数が当初見込みより少ないことに伴う減

　（補正前）22,743千円
　（補正後）19,743千円

　財源内訳（その他）：施設型給付費負担金

３ 民生費

-
 9

 -



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

子育て世帯への臨時特別給付金費

　【 子育て世帯への
　　　　　　　臨時特別給付金費 】
　【 社会福祉課 】

△ 13,636 △ 13,636 　給付金額の確定に伴う減

　（補正前）61,536千円
　（補正後）47,900千円

過年度国庫支出金返還金

　【 生活保護事務費 】
　【 社会福祉課 】

3,865 3,865 　令和元年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の清算に伴う返還
金

過年度国庫支出金返還金

　【 生活保護事業 】
　【 社会福祉課 】

48,511 48,511 　令和元年度生活保護費国庫負担金の清算に伴う返還金

産業廃棄物収集等業務委託料

　【 災害救助費 】

　【 社会安全課 】

△ 2,273 △ 2,273 　産業廃棄物収集等業務委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）3,149千円
　（補正後）　876千円

過年度千葉県災害救助費繰替支弁負
担金返還金

　【 災害救助費 】

　【 建築施設課 】

　【 復興支援局 】

10,606 10,606 　令和元年房総半島台風等の災害に伴う千葉県災害救助費繰替支弁負担
金の算定対象外となった負担金の返還金

　［返還金内訳］
　　応急修理委託料         4,475千円
　　救助費（避難所経費）　 5,531千円
　　救助事務費　　　　　　 　600千円

館山市看護師等修学資金貸付基金繰
出金

　【 館山市看護師等修学資金
　　　　　　　貸付基金管理事務 】
　【 健康課 】

6,092 5,602 490 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　  490千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　　5,602千円（令和２年４月～12月分）

　

コミュニティ医療推進基金積立金

　【 コミュニティ医療推進基金
　　　　　　　　　　　管理事務 】
　【 健康課 】

15,058 15,058 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　15,058千円（令和２年４月～12月分）

　

４ 衛生費

３ 民生費

-
 1

0
 -



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

がん検診委託料

　【 がん検診事業 】

　【 健康課 】

△ 7,011 △ 1,437 △ 5,574 　がん検診委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）39,211千円
　（補正後）32,200千円

　財源内訳（その他）：がん検診徴収金

結核・肺がん検診委託料

　【 結核・肺がん検診事業 】

　【 健康課 】

△ 7,322 △ 7,322 　結核・肺がん検診委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）9,083千円
　（補正後）1,761千円

浄化槽設置事業補助金

　【 浄化槽普及事業 】
　【 下水道課 】

△ 1,000 △ 375 △ 625 　申請件数の減少による減

　（補正前）2,600千円
　（補正後）1,600千円

ごみ指定袋製造等業務委託料

　【 ごみ処理手数料事務 】

　【 環境課 】

△ 9,000 △ 9,000 　ごみ指定袋製造等業務委託の事業費確定に伴う減

　（補正前）22,500千円
　（補正後）13,500千円

　財源内訳（その他）：ごみ処理手数料（可燃物用指定袋分）

三芳水道企業団補助金

　【 一部事務組合事務 】
　【 環境課 】

△ 13,594 △ 13,594 　三芳水道企業団に対する高料金対策補助金の減

　（補正前）236,810千円
　（補正後）223,216千円

農地集積・集約化対策事業補助金

　【 農業経営支援事業 】

　【 農水産課 】

△ 5,485 △ 5,729 244 　経営転換協力金について，交付対象事業が当初見込みより少ないこと
及び地域集積協力金について，対象地区が交付要件を満たさず交付対象
外となったことによる減
　
　（補正前）5,900千円
　（補正後）　415千円

６ 農林水
　 産業費

４ 衛生費

-
 1

1
 -



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

有害鳥獣対策事業

　【 有害鳥獣対策事業 】

　【 農水産課 】

△ 1,337 △ 2,512 1,175 　１ 有害鳥獣対策事業委託料
　　　イノシシの捕獲頭数が見込みより多いことに伴う捕獲報償費の
　　増及び新型コロナウイルス感染症の影響により，捕獲補助者に対
　　する安全講習会の中止に伴う損害保険料の減

　　　（補正前）20,459千円
　　　（補正後）22,911千円

　２ 有害鳥獣被害防止対策事業補助金
　　　国庫補助事業の防護柵設置補助について，購入単価の減少及び緊
　　急捕獲活動支援補助について，捕獲頭数の対象を令和２年12月末ま
　　でとすること等に伴う減

　　　（補正前）34,046千円
　　　（補正後）32,068千円

　３ 館山市狩猟免許取得等補助金
　　　新型コロナウイルス感染症の影響により，試験回数の減少に伴う
　　減
　
　　　（補正前）1,716千円
　　　（補正後）1,188千円

　４ イノシシ棲み家撲滅特別対策事業補助金
　　　補助金の割当てが当初見込みより少ないことに伴う減
　
　　　（補正前）1,560千円
　　　（補正後）　277千円

６ 農林水
　 産業費

-
 1

2
 -



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

災害支援費

　【 災害支援費 】

　【 農水産課 】

△ 5,362 △ 4,910 △ 452 　令和元年台風等による災害に伴い被災した農業者に対する補助金の減

　１ 経営体育成支援事業補助金
　　　対象事業費の確定に伴う補助金の減

　　　（補正前）12,864千円
　　　（補正後） 8,861千円

　２ 災害対策利子補給費補助金及び資金債務保証料補助金
　　　千葉県農業災害対策資金の融資について，借入件数が当初見込み
　　より少ないことに伴う補助金の減

　　　（補正前）1,710千円
　　　（補正後）　351千円

補修修繕用材料費

　【 農林業施設整備支援事業 】

　【 農水産課 】

△ 1,000 △ 1,000 　各地区からの申請件数が当初見込みより少ないことによる減

　（補正前）6,000千円
　（補正後）5,000千円

多面的機能支払交付金

　【 農地等保全管理支援事業 】

　【 農水産課 】

△ 1,500 △ 1,125 △ 375 　国・県からの交付金の変更に伴う減

　（補正前）34,584千円
　（補正後）33,084千円

中小企業融資事業

　【 中小企業融資事業 】

　【 雇用商工課 】

△ 3,220 △ 3,220 　令和２年度中小企業融資借入件数の減少に伴う保証料及び利子補給金
の減

　（補正前）3,935千円
　（補正後）　715千円

観光振興基金積立金

　【 観光振興基金管理事務 】

　【 観光みなと課 】

14,228 13,473 755 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　　755千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　 13,473千円（令和２年４月～12月分）

７ 商工費

６ 農林水
　 産業費

-
 1

3
 -



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

渚の駅たてやま施設管理事業

　【 渚の駅たてやま施設管理事業 】

　【 観光みなと課 】

△ 4,950 △ 3,872 △ 1,078 　１ 電気使用料及び販売用物品費
　　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため，“渚の駅”た
　　てやまを臨時休業したことに伴う電気使用料及び販売用物品費の減

　　（補正前）15,179千円
　　（補正後）12,326千円

　２ 清掃委託料
　　　清掃委託の事業費確定に伴う減

　　（補正前） 7,470千円
　　（補正後） 5,373千円

　財源内訳（その他）：渚の駅たてやま物品等売払収入
　　　　　　　　　　　渚の駅施設電気等使用料負担金，ＶＲ体験料

船形館山線道路整備事業

　【 都市計画道路整備事業 】
　
　【 都市計画課 】

△ 38,910 △ 2,125 △ 1,900 △ 34,885 　船形バイパス整備事業について，用地交渉に期間を要したことによる
関連事業費の減

　（補正前）45,422千円
　（補正後） 6,512千円

下水道事業会計負担金等事務

　【 下水道事業会計負担金等事務 】
　【 下水道課 】

△ 18,052 △ 18,052 　下水道事業会計における事業費の減額に伴う負担金及び補助金の減

　（補正前）475,960千円
　（補正後）457,908千円

ふるさと創生奨学基金繰出金

　【 館山市ふるさと創生奨学
　　　　　　　　　資金貸付事業 】
　【 教育総務課 】

2,464 2,269 195 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　　195千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　　2,269千円（令和２年４月～12月分）

水道使用料

　【 小学校運営事業 】
　【 中学校運営事業 】

　【 教育総務課 】

△ 3,500 △ 3,500 　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため，学校での水泳授業
が中止されたことに伴う水道使用料の減

　水道使用料
　［小学校分］（補正前）7,000千円
　　　　　　　（補正後）5,000千円
　
　［中学校分］（補正前）4,500千円
　　　　　　　（補正後）3,000千円

８ 土木費

10 教育費

７ 商工費

-
 1

4
 -



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

パーソナルコンピュータ保守委託料

　【 小学校教育振興管理事業 】
　【 中学校教育振興管理事業 】
　【 教育総務課 】

△ 1,628 △ 1,628 　ＧＩＧＡスクール整備事業において導入するタブレット端末の保守委
託について，端末購入と併せて契約したことに伴う委託料の皆減

学校施設環境改善事業

　【 小学校施設環境改善事業 】

　【 建築施設課 】

△ 7,000 △ 1,227 △ 4,200 △ 1,573 　事業内容の見直しに伴う工事請負費の減

　［事業対象］那古小学校屋内運動場非構造部材改修工事

　（補正前）28,157千円
　（補正後）21,157千円

第三中学校整備事業

　【 第三中学校整備事業 】

　【 建築施設課 】

△ 93,000 △ 64,832 △ 19,000 △ 9,168 　設計委託の事業費確定に伴う減

　［事業対象］第二・第三統合中学校建設工事実施設計業務委託

　（補正前）137,436千円
　（補正後） 44,436千円

施設等利用費負担金（私立幼稚園
分）

　【 幼稚園教育振興事業 】
　【 こども課 】

△ 3,000 △ 2,250 △ 750 　利用人数及び利用月数が当初見込みより少ないことに伴う減

　（補正前）25,428千円
　（補正後）22,428千円

館山市芸術文化協会補助金

　【 文化振興活動事業 】
　【 生涯学習課 】

△ 1,490 △ 1,490 　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため，第73回館山市文化
祭及び第33回館山市芸術フェスティバルを中止したことに伴う皆減

小谷家住宅保存活用支援基金積立金

　【 小谷家住宅保存活用支援基金
　　　　　　　　　　　　管理事務 】
　【 生涯学習課 】

1,157 962 195 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　195千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　　962千円（令和２年４月～12月分）

スポーツ振興基金積立金

　【 スポーツ振興基金管理事務 】
　【 スポーツ課 】

1,763 1,598 165 　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　ふるさと納税寄附金　　165千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　　1,598千円（令和２年４月～12月分）

10 教育費

-
 1

5
 -



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

社会体育施設運営事業

　【 社会体育施設運営事業 】

　【 スポーツ課 】

△ 1,880 △ 1,880 　会計年度任用職員の雇用人数等の確定による報酬の減及び新型コロナ
ウイルス感染症の影響による施設稼働時間の短縮に伴う電気使用料の減

　（補正前）8,798千円
　（補正後）6,918千円

学校給食事業

　【 学校給食事業 】

　【 給食センター 】

△ 97,743 △ 57,000 △ 40,743 　令和元年台風等による災害及び新型コロナウイルス感染症の影響によ
り，新学校給食センターの稼働に遅れが生じたことに伴う事業費の減

　１ 給食材料購入費

　　（補正前）152,082千円
　　（補正後） 95,082千円

　２ 維持管理運営業務委託料

　　（補正前）100,457千円
　　（補正後） 59,714千円

　財源内訳（その他）：学校給食費

フレフレ・たてやま応援基金積立金

　【 フレフレ・たてやま応援基金
　　　　　　　　　　　　管理事務 】
　【 行革財政課 】

△ 43,112 △ 76,863 33,751 　ふるさと納税寄附金について，寄附金を指定された使途に基づき各基
金へ積み立てることに伴い，フレフレ・たてやま応援基金への積立金が
当初見込みより減少したことによる減

　ふるさと納税寄附金　33,751千円（令和２年１月～３月分）
　　　　　　　　　　 111,880千円（令和２年４月～12月分）

　（補正前）188,743千円
　（補正後）145,631千円

館山市まち・ひと・しごと創生基金
積立金

　【 館山市まち・ひと・しごと
　　　　　　　　創生基金管理事務 】
　【 企画課 】

10,000 10,000 　企業版ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　企業版ふるさと納税寄附金　10,000千円
　［寄附申出者］信金中央金庫

13 諸支出
　 金

10 教育費

-
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Ⅱ　特別会計

（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

財政調整基金積立金

　【 財政調整基金管理事務 】
　【 市民課 】

277,383 277,383 　決算剰余金見込額を財政調整基金へ積み立てるための増

　（補正前）　　400千円
　（補正後）277,783千円

特定健康診査等負担金返還金

　【 過年度交付金等返還事務 】
　【 健康課 】

1,198 1,198 　令和元年度国民健康保険特定健康診査・保健指導負担金の清算に伴う
返還金

後期高齢者医療広域連合納付金

　【 後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　　　納付金支払事務 】
　【 市民課 】

△ 3,288 △ 3,288 　令和２年度後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金の確定に伴う減

　財源内訳（その他）：保険基盤安定繰入金

介護給付費準備基金積立金

　【 介護給付費準備基金管理事務 】

　【 高齢者福祉課 】

13,040 13,040 　第１号保険料の余剰金を介護給付費準備基金に積み立てる。

　（補正前）156,050千円
　（補正後）169,090千円

　財源内訳（その他）：現年度分特別徴収保険料

介護保険特
別会計

説　　　　　　　明

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

会　計 事　　　業 補正額

財 源 内 訳

国民健康保
険特別会計

後期高齢者
医療特別会
計

-
 1

7
 -



Ⅲ　下水道事業会計

（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

廃棄物運搬処分委託料

　【 ２目：処理場・ポンプ施設費 】

　【 下水道課 】

△ 3,000 △ 3,000 　水処理の過程で発生する脱水汚泥の処分回数の減少及び処分単価の確
定に伴う委託料の減

　（補正前）15,828千円
　（補正後）12,828千円

電気設備保守点検委託料

　【 ２目：処理場・ポンプ施設費 】
　【 下水道課 】

△ 2,360 △ 2,360 　契約額確定及び委託内容の変更に伴う減

　（補正前）5,424千円
　（補正後）3,064千円

ストックマネジメント支援事業

　【 ２目：処理場・ポンプ施設費 】

　【 下水道課 】

55,000 30,250 24,700 50 　令和３年度実施予定のストックマネジメント支援事業（長寿命化対策
工事）について，国の令和２年度補正予算（第３号）を活用し実施する
ことによる委託料の増

※全額を地方公営企業法第26条第１項による建設改良費の繰越とするも
　の

　（補正前） 4,180千円
　（補正後）59,180千円

説　　　　　　　明

収益的収入及び支出
　１款：下水道事業費用
　　１項：営業費用

資本的収入及び支出
　１款：資本的支出
　　１項：建設改良費

　※　事業名先頭の○印は令和２年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

区
分

事　　　業 補正額

財 源 内 訳

-
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